
3補助対象となる経費及び補助額（耐震診断の場合）曾国土交通省

＜対象となる経費＞

耐震診断に要する費用

O現地調査費（図面照合調査、コンクリート強度調査、鉄筋腐食度調査等）

0地盤調査や建築物に附属する擁壁の耐震診断に要する費用

O構造計算、構造図面復元等に要する費用

O耐震判定委員会等の第三者機関による評価に要する費用

ただし、補助金交付決定日以降の耐震診断に要する費用に限ります。

＜補助額＞

　耐震診断に要する費用の上限額は以下のとおりです。

対象建築物 耐震診断に要する費用の上限額

下記以外のもの 対象建築物の延べ面積x1，000円／㎡＋150万円

延べ面積1，500㎡～2，000㎡で次のもの

@幼稚園・保育所
A幼稚園・保育所を含む複合用途の建築物

対象建築物の延べ面積×1，500円／㎡＋50万円

灘馨　要する費用｝一低細柳・補助率㈱）⇒補助額
10

3．補助対象となる経費及び補助額（補強設計の場合）曾国土交通省

＜対象となる経費＞

補強設計に要する費用

O調査設計計画費

O基本設計費

O実施設計費

O耐震判定委員会等の第三者機関による安全性

　の確認に要する費用

　注）補強設計において、補助対象外の設計を同時に行う場合

　　は、補強設計に係る部分のみの内訳を提出してください。

ただし、補助金交付決定日以降の補強設計に要す
る費用に限ります。

＜対象とならない経費＞

O耐震診断、耐震改修に係る費用（当該費用に
　ついては別途申請してください。）

O広告費
O補償費（移転費、仮住居借り上げ費等）

0附帯事務費

＜補助額＞

　補強設計に要する費用　×補助率（1／3）⇒　補助額

11



3．補助対象となる経費及び補助額（耐震改修の場合） ⑫国土交通省

＜対象となる経費＞

耐震改修に要する費用

①建設工事費

O既存建築物の耐震性能を向上させるために要する費用

O耐震性能の向上に寄与する工事等に起因して発生する

　工事に要する費用

0間接工事費（共通仮設費、現場管理費）、諸経費等

　注）修繕改修工事など補助対象外の改修工事を同時に行う場合は、耐震

　改修工事に係る部分のみの内訳を提出してください。なお、明確に分け

　ることのできない費用につきましては、それぞれの工事費率で按分する

　ことができます。

②工事監理費

ただし、①、②ともに補助金交付決定日以降の耐震改修に

要する費用に限ります。

＜対象とならない経費＞

0耐震診断・補強設計に係る費用※

O耐震判定委員会等の第三者機関によ
る安全性の確認に要する費用※

※当該費用については、別途申請してください。

O広告費
0補償費（移転費、仮住居借り上げ費等）

O仮設建築物建設費
O附帯事務費

＜補助額＞

上限額47，300円ノ㎡（ただし、免震工法等特殊な工法による場合は80，000円1㎡）

　　建替えの場合も、上限額47，300円ノ㎡（原則として、従前の建築物の延べ面積を算定根拠とします。）

実際の耐震改修に要する費用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　どちらか低額のもの　×補助率（11、5％）⇒補助額

上記上

卜

、
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（参考・耐震対策緊急促進事業と、地方公共団体による補助制度①） ⑲国土交通省

●改正耐震改修促進法により、耐震診断の義務付け対象

となる民間の不特定多数利用大規模建築物等に適用す

る場合の原則形は、以下のとおり。

耐震診断への支援

※地方公共団体が支援策を整備していない場合でも、国単独で

交付金の場合と同じ補助率1／3の補助を行う。

　　　　　　　　　　　事業者国

補助金

1／3 2／3
ぴ今回説明

現行の住宅・建築物安全ストック形成事業（交付金）
　国

�t金
P／3

紡
，
／
3

事業者

P／3
⇒

※通常の交付金に加え、補助金を追加し、国費による実質補助

率を1／2に拡充する．

補
助
金

　
　
2

国
　
／

　
　
1

紡
1／2

　（1／2＝交付金1／3＋補助金1／6）

※地方公共団体が国と同額の負担による支援を行えば、全額公
費負担とすることができる。

耐震改修への支援

現行の住宅・建築物安全ストック形成事業（交付金）
国
交
付
金
1
1
．
5

鯖
鱒
β
％

事業者

V7％
⇒

※地方公共団体が支援策を整備していない場合でも、国単独で

交付金の場合と同じ補助率11．596の補助を行う。

　　　　　　　　　事業者　
金
貨

国
励
穏 88．5％

σ今回説明

※通常の交付金に加え、補助金を追加し、国費による実質補助

を1／3に拡　　る。
　国「蕎’－
@　　：　麹

P／31　金

，覇

v■琶

事業者

P／3

　　（1／3＝交付金11．5％＋補助金21．896）

［竃禦賂織醸麟縣議蓊欝響難ま1

日　　　二耐震対策緊急促進事業による補助
　　　　：社会資本整備総合交付金、防災安全交付金による支援

国・補・、・驚・一　事業者
　　　1助　一
2／5　　：金　一4／3＾’2／5　　415～15

（2／5＝交付金1／3十補助金1／15） 13



（参考・耐震対策緊急促進事業と、地方公共団体による補助制度2） ＠国土交通省

●改正耐震改修促進法により、耐震診断の着務付け対象となる民間の避難路沿道建築物、避難所簿の防災拠点に適用

する場合の原則形は、以下のとおり。

耐震診断への支援

現行の住宅・建築物安全ストック形成事業（交付金）

　国

�t金
P／3

鮪
1
！
3

事業者

P／3
⇒

※地方公共団体が交付金による補助制度を整備している場合
に限り、国としての追加支援策を講じる。

※通常の交付金に加え、補助金を追加し、国費による実質補助

率を1／2に拡充する。

　　　　　　国　　　　　　・鞘

　　　　　1／2　　　　　　　　1／2

　　（1／2＝交付金1／3十補助金1／6）

※避難路沿道建築物については、補償規定により全額公費負

　担とする。

※避難所等の防災拠点については、地方公共団体が国と同額
　の負担による支援を行えば、全額公費負担とすることができる。

耐震改修への支援

現行の住宅・建築物安全ストック形成事業（交付金）

　国

�t金
P／3

肪
1
／
3

事業者

P／3
⇒

※地方公共団体が交付金による補助制度を整備している場合
に限り、国としての追加支援策を講じる。

※通常の交付金に加え、補助金を追加し、国費による実質補助

率を2／5に拡充する。

　　　　　　　　　　　　鮪　　　　事業者補
助
金

　
　
5

国
　
／

　
　
2

1■3＾’2／5　　4、15～t5

（2／5＝交付金1／3十補助金1／15）

日 ：耐震対策緊急促進事業による補助

：社会資本整備総合交付金、防災安全交付金による支援
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4．申請の流れ（耐震診断の場合） ⑲国土交通省

依頼

囎灘通知

申請

「「… ｵ一　唖州一

Ψ一

1

通知

提出

Ψ

、一 w 畦

通知
†
Ψ

振込 15



4．申請の流れ（補強設計の場合） ⑲国土交通省

n一一畳一一一一一一一』一一一一一齢畳一一量一一一一一一一一一醤一一 u※耐震診断時に既に本補助制度の対象建築物であることが

1　　　　　　”　　　　　　　　　　　了　　へ　　一¶　　　1確認できている場合（r確認書」に所管行政庁の押印がされ

1．．．．．墜．曼．＿一一駒．．＿墜．堕＿壌潔歯畿変響懸手9写しを添付するこ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一Ψ

．．Ψ．

一軍 1

一▽－“一

通知

†

振込 16

4．申請の流れ（耐震改修の場合） ⑫国土交通省

　　　　　　　一一一一一種一一”一一一一一一一一1※耐震診断時又は補強設計時に既に本補助制度の対
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　像建築物であることが確認できている場合（「確認書』に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1所管行政庁の押印がされているものが手元にある場合）
＿一＿＿通知＿一…f一一一一一一1には、その写しを翻することで、手続きを省略すること

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※
　　　　　　通知
　　　　　　　　　　　　　申請

Ψ一

Ψ

※補強設計時に既に安全性の確認ができている場合に
は、その写しを添付することで、手続きを省略することが

可能です。

Ψ
一

通知
Ψ

麗甜 振込
17



4．申請の流れ ＠国土交通省

」

O建築物の所有者が申請者となります。

O交付申請前に、対象となる建築物が所在する所管

行政庁へ、耐震診断義務付け対象の建築物である
ことの確認をしてください。

O申請者は、補助金の交付申請に際し、事前に所管
行政庁に対して診断義務付け対象の建築物である

幽』により依頼してください。

O所管行政庁から、照会結果の通知（「確認書」に所

管行政庁の押印がされたもの）を受領した後、補助

金の交付申請を行うことができます。

or の
、

は に’1

に　　の　　が とオ轟

ので にて して　　い

注）所管行政庁とは、耐震改修促進法の実施を所掌する

　地方公共団体の長（建築主事を置く市区町村の長及

　び都道府県知事）をいいます。

1練熟1

要緊急安全確認大規模建築物であることの確認書（案）

斬管行政庁　御中

申請者〔陰集乾の所育者）

　氏名■＝銘“

平成　　年　　　　月　　　日

　法人・慨●音．　地

　鼻音ハ氏名

　所　趣　壇

　遵葺免
　αE⊥r
代理人

　氏名■は主審

　盛人・「畢含、桟
　魂春・〕虚名

　噺　　程　　建

　■縞t
　q臥，

　　　　　　病院．店紬　　疎略等。リド耕殖多数の書か利用†｛撃毎物
　　建物区分　　　　　　　　一一一　一一一一　中身　一帰一　一一　一　一一　一喜叩　一一雫　昌‘一　一　一　一　一一　，　¶一一
r　r」陸士■巨に’二　・　　　　　　　・1羊膜　　老’．丁一ふ等」■艦嘱者∫・側用マる塗岳轡

　　ロこはレゴ　　　　　　ナ耳瓢箪．一一危険粉の迅理喜・貯蔵■

下記」1上封り　耐震邑縄促進岳購円蓋，一越寇する暫爆愈安全唾蕗大趨寝睦モ物で王る一　一理葛を偵頼一圭す

陰築噛．’名称

所在堵

所青書の氏名又は亀杵

岳　　』一■き　「費オコ　卍亀

用　雀

鮨　故　　　　　　　　　　　塘上

唇　瘴

煙・r床i積

塗篭善■年同日　　　　　　　昭粕

階　　・旭下　　　　　儲　　・樽屋　　　　　　階

追

而　　　　　　ら皆t用蹟卸砦の床面霜音計　　　　　　　　　　　　　可1　・

年　　　　　　　耳　　　　　　　日

ぴアコヨとおりロぽゑじまじた

il瓢1嚢離蕪鑑『1］
イテ政庁老

師■名

担当書名

平氏　　　年　　　　月　　　　■

　　　印
耐震対聯緊急爬逸事窺実亀五寸室　　妃入■一

　ドユ　ヘ　　ユハ　　　　　　　ハ　　　　さ　　ド　　あはゑぼ　　　ナ　　　　　　　ド

　しチ　　一．ヒコ三聖画江二二］
　「　　K　1　耐震改修　　し　　　　　　I
　L＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
〔注1にの纏躍書に量付すべ妻昌書算については、所，行塵庁にご催置ください、

藍注2）二の冊亀の大毒さ1‡．日車工婁撃梧ム4と↑ること、　　　　　耳翼才5撃璽■口馴レ■曜暫臨急碇圭■囮■大鰐』巳陰口軸ること噌書1 18

4．申請の流れ
＠国土交通省

一
甲
乙
口－考 ’

O耐震対策緊急促進事業の募集期間内に、支援室あてに交付申請書類を提出してください。

　受付期間は、政省令公布日を目処に開始し、里成一を予定しています。

O交付申請については、原則、1申請1棟として行ってください。ただし、1敷地に複数棟建

築物が存在し、複数棟あわせて耐震診断等を実施する（複数棟まとめて契約する）場合等

においては、1申請で複数棟の申請が可能です。

　　　　　　　　　　…l　l一り覧F一’　　　：：ニ：四一婁圭帯

耐震改修の交付申請の際には、以下のいずれかの方法により、耐震改修の結果、
地震に対して安全な構造となると認める書類の写しの提出をしていただきます。

・耐震判定委員会等の耐震改修計画の判定・評価等

・建築基準法第6条第1項の規定に基づく確認

・耐震改修促進法第17条第3項の規定に基づく計画認定

・建築基準法第86条の8第1項の規定に基づく全体計画の認定

注）今回説明する補助事業は、平成25年度に事業着手し、原則として平成25年度中に完了する事業を対象としており、

事業期間は、交付決定後から平成25年度末までとなります。
　個別の事情により、上記期間を超えて事業を実施することが判明した場合には、速やかに支援室に相談してください。

　なお、当初から複数年度にわたることが確実な事業については、初年度に事業全体の設計について承認を受けること
により、複数年度にわたり事業を行うことができる全体設計承認の手続きが可能ですので、ご相談ください。

（平成26年度中に事業着手する事業については、平成26年度に申請してください。）

19



4．申請の流れ

⑲
国
土
交
通
省
｝

「iり，～峯 一　　　一

O受付した提出書類については審査を行い、申請者に対して速やかに「補助金交付決定通
m書」（交付決定金額等が記載されたもの）を支援室より送付します。　　　　　　　　　　　　　　、

＿診 にかか　r　金　・　　’知童は　　　昔昔　び　一 の ・　轄の

、　の面し って日　圭　の一　に噸で　　こととオ’し　　ので に 空してく

劃
」

曽診　　の　，，・　って　　　　とみかし　　　は 金 ・2

日嵯 にしてくだい

O補助金の交付を受けることができる事業は、平成25年度中に事業に着手（耐震診断
凾ﾌ契約を締結）するものを対象とします。交付申請された事業のうち、平成25年度中
ﾉ着手に至らないものについては、平成26年度以降に再度申請してください。

20

4．申請の流れ ⑲国土交通省

O補助事業者（補助金交付決定通知を受け取った申請者）は、補助事業が完了したときは、

遅滞なくr完了実績報告書」を支援室に提出してください。

　　　　　　　　　　‘　一　　”1三・，・…≡1茜‘　：∫圭　聯

補強設計の完了実績報告の際には、以下のいずれかの方法により、耐震改修の結
果、地震に対して安全な構造となると認める書類の写しの提出をしていただきます。

・耐震判定委員会等の耐震改修計画の判定・評価等

・建築基準法第6条第1項の規定に基づく確認
・耐震改修促進法第17条第3項の規定に基づく計画認定

・建築基準法第86条の8第1項の規定に基づく全体計画の認定

駈
ら
］M胤

O支援室は、提出された実績報告書の内容について、交付決定の内容とそれに附した条件どお
りに行われたかどうか審査し、耐震改修の場合は現地検査等を行った上で、交付すべき補助

金の額を確定し、補助事業者にr額の確定通知書」を送付します。

O「額の確定通知書」の送付後に、実績報告時に指定した補助事業者のロ座に補助金を振り込
みます。補助事業者が実際に補助金を受け取るのは、この時点となります。

　なお、補助金の振込時期は、「額の確定通知書』の送付後おおむね2ヶ月後となる見込みです

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　21



5．留意事項 ⑲国土交通省

＜受付開始時期＞
　　耐震対策緊急促進事業の申請受付は、改正耐震改修促進法に係る政省令が公布される時点を目
　途に、開始する予定です。

＜地方公共団体に補助制度がある場合＞
　　地方公共団体による補助制度（社会資本整備総合交付金等を活用したもの）がある場合には、国

　の補助制度とこれを併せて適用することにより、耐震対策緊急促進事業のみの場合より多くの補助

　金を受けることが可能です。

　　このため、対象となる建築物が所在する地方公共団体（市区町村及び都道府県）に対し、補助制

　度の有無やその要件を必ず事前にお問い合わせの上、十分に情報収集してからご対応ください。

　　地方公共団体の補助制度と併せて活用いただく場合は、当該地方公共団体が耐震対策緊急促進
　事業も含めた補助申請の窓ロとなります。

＜消費税の取扱い＞
　　事業に係る消費税相当額が、仕入税額控除の対象となる場合には、当該消費税相当額は補助経
　費の対象とはなりませんのでご注意ください。交付申請時において、本事業に係る消費税相当額が

　仕入税額控除の対象となることが明らかな場合は、補助対象事業費から消費税相当分を除いた額
　で補助申請額を算出してください。また、交付申請時に明らかでない場合は、本事業に係る消費税

　相当額について、補助対象事業費に含めて補助申請額を算出することができますが、その場合は、
　当該消費税相当額について仕入税額控除を行わない旨の確認書を提出してください。

　　消費税仕入控除を行うにもかかわらず、これに係る消費税分を除外せずに補助金を受領した場合

　には補助金の返還が生じますので注意してください。
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5．留意事項 ㊤国土交通省

＜審査及び資料請求等＞
　　支援室は、補助事業の適正な実施を図るため、必要に応じて補助事業者等に対して関係資料
　の提出、報告等を求めることができるものとします。

＜耐震診断を実施する者の資格要件＞
　　改正耐震改修促進法に基づく耐震診断の義務付けについては、耐震診断を実施する者の要
　件として、対象建築物を設計することができる建築士資格を有し、所定の講習を修了した者であ

　ることとする予定としています。したがって、本補助制度による補助を受けて耐震診断を実施す

　る場合には、これらの要件を満たす者による耐震診断であることが必要です。なお、所定の講

　習の具体的な内容は、今後、省令等において定められます。

＜第三者機関による評価＞
　　所管行政庁によっては、耐震診断結果の報告にあたり、耐震判定委員会等の第三者機関によ

　る評価を添付することを求める場合があります。このため、この点について、補助申請前に必ず

　所管行政庁にご確認ください。

　　なお、本補助制度においては、耐震判定委員会等の第三者機関による評価に要する費用も補

　助対象に含めることができます。

＜申請様式等＞
　申請様式等はホームページに公開しているものをご活用ください。
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6．よくあるご質問 ⑲国土交通省

Q1耐震基準について既存不適格建築物であるビルに、物品販売業を営む5000㎡以上の店舗
　と、事務所がテナントとして入っています。補助金の算定に当たり、事務所に係る部分を切り出

　さなければなりませんか。

A1このような複合施設の場合、改正耐震改修促進法附則第3条に規定する用途に該当する部

　分の面積の合計が法令で定める規模以上であれば、耐震診断義務付け対象の建築物となりま
　す。耐震診断義務付け対象となった建築物に、対象外の用途が含まれる場合であっても、建築
　物全体の延べ床面積により補助対象限度額を算定することができます。

Q2耐震改修の水準はどの程度確保すればよいでしょうか。
A2木造の場合はlw＝1．0以上、非木造の場合はls＝o．6以上かつq＝1．0以上相当を満たすように

　してください。

Q3耐震判定委員会とは何ですか。どこにあるのですか。

A3耐震改修計画に関する評価・判定等を行う委員会で、「既存建築物耐震診断・改修等推進全
　国ネットワーク委員会（全国耐震ネットワーク委員会）」の参加団体が設置しています。委員会は、

　学識経験者、実務経験者等で構成され、判定は、委員の合議により決定されます。

　判定委員会の一覧は、全国耐震ネットワーク委員会のホームページを参照してください。

　（http二〃www．kenchiku－bosai．orjplnw／）
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7．事業のスケジュール等

⑲
国
土
交
通
省
｝

スケジュール

平成25年9月19日～ 事業説明会の開催
10月1日 （全国9都市：札幌、仙台、新潟、東京、名古屋、大阪、広島、高松、福岡）

政省令公布日目処
i10月上旬）

平成25年度耐震対策緊急促進事業の募集開始

平成26年2月28日 平成25年度募集締切（予定）

問い合わせ先
耐震対策緊急促進事業実施支援室
電話：03－6214－5838 FAX：03－6214－5798　　E－mail：info＠taishin－shienjp

提出先

〒103－0027東京都中央区日本橋1－5－3日本橋西川ビル9階

耐震対策緊急促進事業実施支援室宛
※封筒にはr平成25年度交付申請書在中』と記載してください。

最新情報のお知らせ及び申講書のダウンロード先
スケジュールの変更等がある場合はこちらでお知らせします。
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